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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基紙及びこの基紙の少なくとも一方の面に耐油層を備える耐油紙であって、
　上記耐油層が単層構造を有し、
　上記耐油層の形成に用いる耐油層形成用組成物が、
　　ゲル含有率が９２質量％以上９８質量％以下であり、ブタジエンの含有率が４５質量
％以上６０質量％以下であるスチレン－ブタジエン共重合体ラテックスと、
　　アスペクト比が５５以上１２０以下のカオリンと、
　　消泡剤と、
　　分岐ポリエステルアミドを主成分とする粘度調整剤と
　を含有し、
　上記耐油層形成用組成物における上記スチレン－ブタジエン共重合体ラテックスの含有
率が７８．０質量％以上９２．０質量％以下であり、上記カオリンに対する上記スチレン
－ブタジエン共重合体ラテックスの含有比率が、質量比（倍率）で４．５以上１０．５以
下であることを特徴とする耐油紙。
【請求項２】
　上記消泡剤がポリエーテル系成分とイソパラフィン系成分を含み、
　上記消泡剤における上記ポリエーテル系成分の含有率が２０．０質量％以上５０質量％
以下であり、
　上記消泡剤における上記イソパラフィン系成分の含有率が２０．０質量％以上５０．０
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質量％以下であり、
　上記耐油層形成用組成物における上記消泡剤の含有率が、０．０５質量％以上０．６０
質量％以下である請求項１に記載の耐油紙。
【請求項３】
　上記耐油層形成用組成物における上記粘度調整剤の含有率が、０．１０質量％以上２．
０質量％以下である請求項１又は請求項２に記載の耐油紙。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、耐油紙に関する。
【背景技術】
【０００２】
　惣菜類やファーストフード等の食品の包装材においては、包装された内容物からの油分
が外側に染み出すことにより外面が油分によって汚れることを防止するために、耐油紙が
広く用いられている。近年、耐油紙に対するリサイクル性が要求されていることから、基
紙に耐油剤を塗工又は内添した耐油紙が主流となっている。上記耐油剤として代表的なも
のは有機系フッ素樹脂であるが、有機系フッ素樹脂は摂取した場合に体内で分解されずに
蓄積される可能性があり、また、高温条件下で有害ガスを発生する可能性もあるため、有
機系フッ素樹脂を使用しない代替技術が検討されている。
【０００３】
　このような耐油紙としては、耐油性を向上させ、さらにヒートシール性を付与するため
に、アクリル系樹脂エマルジョンを含有する耐油層を備える耐油紙が開示されている（例
えば特開２０１５－１５５５８２号公報参照）。また、同様の効果を得るために、アクリ
ル系、スチレン－アクリル系、又はスチレン－ブタジエン系合成樹脂エマルジョンにオレ
フィンとマレイン酸との共重合体、顔料等を添加した耐油層を備える耐油紙（例えば、特
開２００４－０１９０３６号公報参照）や、耐油層上にヒートシール層が設けられた複数
層を備える耐油紙が開示されている（例えば、特開２００１－２５４２９３号公報参照）
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１５－１５５５８２号公報
【特許文献２】特開２００４－０１９０３６号公報
【特許文献３】特開２００１－２５４２９３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上記特許文献１に開示されている技術においては、上記耐油層がアクリ
ル系樹脂を含むものについては、アクリル系樹脂に独特の臭気があるため、食品包装材と
しては適さない傾向がある。また、上記特許文献２に開示されている技術においては、耐
油層が合成樹脂及び顔料を含有することにより、ヒートシール性及び耐油性を向上させる
ことができても透湿性が劣るおそれがある。さらに、上記特許文献３に開示されている技
術においては、耐油層が複数の塗膜から形成されているので、製造工程が煩雑になるおそ
れがある。従って、効率よく製造でき、食品等の包装材として好適な性能を備える耐油紙
が望まれている。
【０００６】
　本発明は、以上のような事情に基づいてなされたものであり、耐油層が単層でありなが
ら耐油性、ヒートシール性、透湿性並びに水分及び油分に対する耐浸透性、臭気抑制性及
びブロッキング抑制性に優れ、食品等の包装材に好適で効率よく製造可能な耐油紙を提供
することを目的とする。
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【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するためになされた発明は、基紙及びこの基紙の少なくとも一方の面に
耐油層を備える耐油紙であって、上記耐油層が単層構造を有し、上記耐油層の形成に用い
る耐油層形成用組成物が、ゲル含有率が９２質量％以上９８質量％以下であり、ブタジエ
ンの含有率が４５質量％以上６０質量％以下であるスチレン－ブタジエン共重合体ラテッ
クスと、アスペクト比が５５以上１２０以下のカオリンと、消泡剤と、分岐ポリエステル
アミドを主成分とする粘度調整剤とを含有し、上記耐油層形成用組成物における上記スチ
レン－ブタジエン共重合体ラテックスの含有率が７８．０質量％以上９２．０質量％以下
であり、上記カオリンに対する上記スチレン－ブタジエン共重合体ラテックスの含有比率
が、質量比（倍率）で４．５以上１０．５以下であることを特徴とする耐油紙である。
【０００８】
　当該耐油紙は、当該耐油紙の耐油層の形成に用いる耐油層形成用組成物が上記組成を有
することで、耐油層が単層でありながら耐油性、ヒートシール性、透湿性並びに水分及び
油分に対する耐浸透性、臭気抑制性及びブロッキング抑制性に優れ、食品等の包装材に好
適で効率よく製造することができる。
【０００９】
　上記消泡剤がポリエーテル系成分とイソパラフィン系成分とを含むことが好ましい。上
記消泡剤における上記ポリエーテル系成分の含有率としては、２０．０質量％以上５０質
量％以下が好ましく、上記消泡剤における上記イソパラフィン系成分の含有率としては、
２０．０質量％以上５０．０質量％以下が好ましく、上記耐油層形成用組成物における上
記消泡剤の含有率としては、０．０５質量％以上０．６０質量％以下が好ましい。このよ
うに、上記消泡剤がイソパラフィン系成分とポリエーテル系成分とを含有するとともに、
上記消泡剤における上記ポリエーテル系成分及び上記イソパラフィン系成分の含有率、並
びに上記耐油層形成用組成物における上記消泡剤の含有率が上記範囲内であることで、消
泡効果を向上することができ、良好な耐油層を形成することができる。
【００１０】
　上記耐油層形成用組成物における上記粘度調整剤の含有率としては、０．１０質量％以
上２．０質量％以下が好ましい。上記粘度調整剤の含有率が上記範囲であることにより、
耐油層形成用組成物の塗工性が向上することができる。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、耐油層が単層でありながら耐油性、ヒートシール性、透湿性並びに水
分及び油分に対する耐浸透性、臭気抑制性及びブロッキング抑制性に優れ、食品等の包装
材に好適で効率よく製造可能な耐油紙を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明の一実施形態に係る耐油紙について詳説する。なお、以下で説明する基紙
に配合する各材料の配合量（内添量）は、特に記載がない場合は、原料パルプの絶乾質量
に対する質量割合を指す。また、耐油層形成用組成物に配合する各材料の含有率は、特に
記載がない場合は、耐油層全体の質量に対する各材料の絶乾質量割合を指す。
【００１３】
＜耐油紙＞
　当該耐油紙は、基紙及びこの基紙の少なくとも一方の面に耐油層を備える。上記耐油層
は、単層構造を有する。また、当該耐油層の形成に用いる耐油層形成用組成物が、スチレ
ン－ブタジエン共重合体ラテックスと、カオリンと、消泡剤と、粘度調整剤とを含有する
。
【００１４】
［基紙］
　基紙は、原料パルプを含有するスラリーを抄紙して得られる。
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（原料パルプ）
　基紙は、主成分として原料パルプからなるものであることが好ましい。基紙を構成する
原料パルプとしては、例えば、バージンパルプ、古紙パルプ、これらのパルプを組み合わ
せたもの等を使用することができる。
【００１５】
　バージンパルプとしては、例えば、広葉樹晒クラフトパルプ（ＬＢＫＰ）、針葉樹晒ク
ラフトパルプ（ＮＢＫＰ）、広葉樹未晒クラフトパルプ（ＬＵＫＰ）、針葉樹未晒クラフ
トパルプ（ＮＵＫＰ）、広葉樹半晒クラフトパルプ（ＬＳＢＫＰ）、針葉樹半晒クラフト
パルプ（ＮＳＢＫＰ）、広葉樹亜硫酸パルプ、針葉樹亜硫酸パルプ等の化学パルプ；スト
ーングランドパルプ（ＳＧＰ）、加圧ストーングランドパルプ（ＴＧＰ）、ケミグランド
パルプ（ＣＧＰ）、砕木パルプ（ＧＰ）、サーモメカニカルパルプ（ＴＭＰ）等の機械パ
ルプ（ＭＰ）から、化学的に又は機械的に製造されたパルプ等を、単独で又は複数を組み
合わせて使用することができる。
【００１６】
　古紙パルプとしては、例えば、茶古紙、クラフト封筒古紙、雑誌古紙、新聞古紙、チラ
シ古紙、オフィス古紙、段ボール古紙、上白古紙、ケント古紙、模造古紙、地券古紙等か
ら製造される離解古紙パルプ、離解・脱墨古紙パルプ（ＤＩＰ）、離解・脱墨・漂白古紙
パルプ等を、単独で又は複数を組み合わせて使用することができる。
【００１７】
（その他の添加剤）
　基紙には、必要により添加剤を内添することができる。添加剤としては、例えば、填料
、顔料、サイズ剤、凝結剤、消泡剤、蛍光増白剤、硫酸バンド、歩留り向上剤、濾水性向
上剤、乾燥紙力増強剤、湿潤紙力増強剤、着色染料、着色顔料、耐水化剤等を、単独で又
は複数を組み合わせて使用することができる。
【００１８】
（抄紙）
　基紙の抄紙方法は、前記の原料パルプ及び添加剤を含む原料スラリーを公知の抄紙機を
用いて行うことができる。必要により、カレンダー工程を設けることもできる。
【００１９】
［耐油層］
　耐油層は、基紙の少なくとも一方の面に耐油層形成用組成物を塗工することで形成され
る。
【００２０】
［耐油層形成用組成物］
　当該耐油層の形成に用いる耐油層形成用組成物は、スチレン－ブタジエン共重合体ラテ
ックスと、カオリンと、消泡剤と、粘度調整剤とを含有する。
【００２１】
（スチレン－ブタジエン共重合体ラテックス）
　スチレン－ブタジエン共重合体ラテックス（以下、ＳＢラテックスともいう。）は、少
なくともスチレンとブタジエンを共重合して得られるラテックスである。なお、ラテック
スとは、高分子微粒子の水分散液であり、ラテックスにおける高分子の含有量（固形分含
量）は、通常４０～７０質量％程度である。
【００２２】
　スチレン－ブタジエン共重合体ラテックスのゲル含有率の下限としては９２質量％であ
り、好ましくは９３質量％であり、より好ましくは９４質量％である。上記ゲル含有率の
上限としては９８質量％であり、好ましくは９７質量％であり、より好ましくは９６質量
％である。上記ゲル含有率を上記範囲とすることで、耐油層の耐溶媒性が向上し、耐油性
及び耐浸透性を高めることができる。
【００２３】
　ここで、ゲル含有量とは、一般にトルエン不溶分として、共重合体ラテックスの架橋度
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合いの指標として知られているものであり、本発明でのゲル含有量は、共重合体ラテック
スを室温で乾燥して共重合体ラテックスフィルムを作成し、この共重合体ラテックスフィ
ルムの約１．０ｇを正確に秤量し（Ｂｇ）、４００ｃｃのトルエンに入れ４８時間放置し
た後、３００メッシュの金網で濾過した後に、金網上の未溶解物を室温で乾燥後、秤量し
（Ａｇ）、トルエンゲル含有量［（Ａ／Ｂ）×１００：単位…重量％］を算出する。この
ゲル含有率は、共重合体ラテックスのモノマー組成比率、重合時の連鎖移動剤の種類、配
合量等を調節することによって、適宜調節される。
【００２４】
　本発明のスチレン－ブタジエン共重合体ラテックスのブタジエンの含有率の下限として
は４５質量％であり、好ましくは４６質量％であり、より好ましくは４８質量％である。
ブタジエンの含有率が４５質量％以上であることで、クラックの発生を抑制し、耐油性を
向上することができるとともに、ガラス転移温度を下がることにより、低温下でのヒート
シール性を向上できる。上記ブタジエンの含有率の上限としては６０質量％であり、好ま
しくは５８質量％であり、より好ましくは５５質量％である。ブタジエンの含有率が５５
質量％以下であることで、耐油紙表面の粘着性を抑制し、耐油紙を積み重ねた場合に耐油
紙表面が互いに接着して剥離性が悪化する現象、いわゆるブロッキングが生じることによ
る製袋時の加工性が低下することを抑制できる。ここで、ブタジエンの含有率とは、ＳＢ
ラテックス中の固形分に対するブタジエンの含有率をいう。
【００２５】
　本発明のスチレン－ブタジエン共重合体ラテックスの粒子径の上限としては、１００ｎ
ｍが好ましく、９０ｎｍがより好ましい。上記粒子径の上限を上記範囲とすることで、粒
子の比表面積が大きくなるため、耐油性及び耐浸透性を高めることができる。また、粒子
径が小さいほど、消泡剤中のポリエーテル系成分の作用により、分散性が高まり、耐油層
が均一となり、より耐油性を向上できる。一方、スチレン－ブタジエン共重合体ラテック
スの粒子径の下限としては、５０ｎｍが好ましく、８０ｎｍがより好ましい。上記粒子径
の下限を上記範囲とすることでさらに比表面積が大きくなり、高アスペクト比のカオリン
同士の接着性を高めることができ、耐油層からの脱落を防止できる。
【００２６】
　耐油層形成用組成物の全固形分に対するスチレン－ブタジエン共重合体ラテックスの含
有率の下限としては７８．０質量％であり、好ましくは８０．０質量％である。上記スチ
レン－ブタジエン共重合体ラテックスの含有率が７８．０質量％未満であると、十分な耐
油性とヒートシール性が得られないおそれがある。一方、上記スチレン－ブタジエン共重
合体ラテックスの含有率の上限としては、９２．０質量％であり、好ましくは９０質量％
である。上記スチレン－ブタジエン共重合体ラテックスの含有率が９２．０質量％を超え
るとスチレン－ブタジエン共重合体ラテックス粒子同士が粘着してブロッキングが発生し
て製袋時の加工性が低下するおそれがある。
【００２７】
（カオリン）
　カオリンは、内添用および表面塗工用に使用される粘土鉱物である。カオリンは、粒子
径及び形状で分類すると、例えば微粒カオリン、１級カオリン、２級カオリン、デラミネ
ートカオリン等が挙げられる。カオリンとしては、これらの中で、扁平率が高くアスペク
ト比が大きなデラミネートカオリンであることが好ましい。耐油層形成用組成物が上記デ
ラミネートカオリンを含有することで、耐油層中でデラミネートカオリンが積層し、油や
ソース、マヨネーズ等の食品調味料の浸透を阻害するトラップ効果を発揮して、優れた耐
浸透性を得ることができるとともに、耐油層表面に耐油剤が残存しやすくなる。その結果
、優れた耐油性を得ることができると推察される。また、上記スチレン－ブタジエン共重
合体ラテックスのブタジエンの含有率が高いとヒートシール性が向上するが、耐油紙表面
の粘着性が高くなり、耐油紙を積み重ねた場合に耐油紙表面の粘着性によって互いに接着
する現象、いわゆるブロッキングが生じやすくなる傾向があるが、扁平率が高いカオリン
が互い違いに重なり合うことで、ブタジエンの粘着性を緩和し、ブロッキングを抑制する
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ことができると考えられる。さらに、耐油層がかさ高いとヒートシール性が低下するおそ
れがあるが、扁平率が高いカオリンを用いることで、耐油層がかさ高くなるのを抑制する
ことができると考えられる。
【００２８】
　カオリンのアスペクト比の下限としては、５５であり、５７が好ましい。カオリンのア
スペクト比が５５未満であると、十分な耐油性が得られないおそれがある。一方、上記カ
オリンのアスペクト比の上限としては、１２０であり、１１０が好ましく、１００がより
好ましい。アスペクト比が１２０を超えると、耐油層表面に存在するカオリンが互いに干
渉し、配列が乱れる立体障害が生じることにより、耐油層における層の形成状態が悪くな
り耐油性が低下するおそれがある。ここで、アスペクト比とは、ＪＩＳ－Ｚ８９００－１
（２００８）に定義されるように、無機粒子の形状で、その長径（最長径）と厚さ（最短
径）との比をいうが、薄片状フィラーの場合、粒子の直径（長径）を薄片状顔料の厚さで
除したものである。アスペクト比は、例えば電子顕微鏡等で粒子を無作為に１００個観察
した値の平均値から算出できる。
【００２９】
　耐油層形成用組成物の全固形分に対するカオリンの含有率の下限としては５．０質量％
が好ましく、８．０質量％がより好ましい。一方、上記カオリンの含有率の上限としては
、２０．０質量％が好ましく１８．０質量％がより好ましい。上記カオリンの含有率が上
記範囲であることで、耐油性を向上することができる。ここで「全固形分」とは、耐油層
形成用組成物中の溶媒以外の成分の総和をいう。
【００３０】
　耐油層形成用組成物の上記カオリンに対する上記スチレン－ブタジエン共重合体ラテッ
クスの含有比率（倍率）の下限としては４．５であり、４．９がより好ましい。上記含有
比率が４．５未満の場合、当該耐油紙のヒートシール性が十分でないおそれがある。一方
、上記含有比率の上限としては１０．５であり、１０．０がより好ましい。上記含有比率
が１０．５を超えると、当該耐油紙のブロッキングが発生しやすくなるおそれがある。
【００３１】
（消泡剤）
　耐油層形成用組成物がスチレン－ブタジエン共重合体ラテックスを５０．０質量％以上
含有すると増粘する傾向があり、耐油層形成用組成物中に泡が多い場合、さらに粘度が上
昇して、低塗工量に調整することが困難となるおそれがある。また、耐油層形成用組成物
中に泡が多い場合、乾燥工程で耐油層に微細なピンホールが生じ、油分が基紙に浸透する
おそれがある。当該耐油紙が、消泡剤を含有することで、耐油層形成用組成物表面の粘度
を下げて混入した気泡を消泡しやすくするとともに、気泡の界面張力を下げて微小な気泡
を集めて浮上しやすい大きな気泡にすることにより、耐油層形成用組成物表面で気泡が破
裂しやすくなる。
【００３２】
　上記消泡剤としては、イソパラフィン系成分を含有することが好ましい。上記イソパラ
フィン系成分の界面張力が気泡の泡膜の界面張力より低いため、泡膜内に浸透及び拡張す
る作用が高くなり、気泡内部から破裂させることができる
【００３３】
　上記消泡剤における上記イソパラフィン系成分の含有率の下限としては、２０．０質量
％が好ましく、３０．０質量％がより好ましい。上記イソパラフィン系成分の含有率の上
限としては、５０．０質量％が好ましく、４０．０質量％がより好ましい。上記消泡剤に
おける上記イソパラフィン系成分の含有率が上記範囲であることで、気泡の泡膜に浸透し
て気泡を破裂させる効果を高めることができる。なお、イソパラフィン系成分の含有率は
、消泡剤の全固形分に対するイソパラフィン系成分の含有率である。
【００３４】
　さらに消泡剤としては、ポリエーテル系成分を含有することが好ましい。上記ポリエー
テル系成分は、自己乳化作用を奏することから、消泡効果に最適な消泡剤の粒子径に分散
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できる。上記消泡剤における上記ポリエーテル系成分の含有率の下限としては、２０．０
質量％が好ましく、３０．０質量％がより好ましい。また、上記含有率の上限としては、
５０．０質量％が好ましく、４０質量％以下がより好ましい。上記含有率が上記範囲であ
ることで、消泡剤の粒子径を良好に調整できる。なお、ポリエーテル系成分の含有率は、
消泡剤（固形分）１００質量％に対しての含有量を指す。
【００３５】
　耐油層形成用組成物の全固形分に対する消泡剤の含有率の下限としては、好ましくは０
．１０質量％であり、より好ましくは０．２０質量％である。上記消泡剤の含有率の上限
としては、好ましくは０．６０質量％であり、より好ましくは０．５０質量％である。上
記消泡剤の含有率が上記範囲であることで、良好な消泡効果を得ることができるとともに
、耐油層にピンホール等の欠陥が発生し難くなる。
【００３６】
（粘度調整剤）
　粘度調整剤は、分岐ポリエステルアミドを主成分とする。分岐ポリエステルポリアミド
は、分岐構造を持つ高分子鎖であって、各分岐がそれぞれポリエステルポリアミドである
高分子化合物をいう。
【００３７】
　上記分岐ポリエステルポリアミドは、例えば、無水フタル酸［１，３－イソベンゾフラ
ンジオン］、無水コハク酸［ジヒドロ－２、５－フランジオン］、無水マレイン酸［２，
５－フランジオン］、無水テロラヒドロフタル酸、無水グルタル酸等の環状無水物や、ジ
イソプロパノルアミン［２－ヒドロキシイソプロピルアミン］、ジイソブタノールアミン
等のジ［アルカノール］アミン等の単量体を重合して得ることができる。分岐ポリエステ
ルポリアミドは、カオリン中に含まれる粒度分布がｄ５０以下の小さい無機粒子間に介在
して、その無機粒子間の凝集作用を奏すると推察される。この凝集作用により、耐油層中
の見かけ上の無機粒子数が少なくなり、介在する分散水が増加して、耐油層の塗工時の粘
度が低下する。そのことにより、見かけ上の無機粒子と質量が大きくなり、塗工直後に速
やかに耐油層が沈み込み、基紙の細孔を塞ぎ毛細管現象による液体の沈み込みが少なくな
り、耐油層が表面に留まり易く耐油性がより向上しているものと推察される。
【００３８】
　耐油層形成用組成物の全固形分に対する粘度調整剤の含有率の下限としては０．１０質
量％が好ましく、０．１５質量％がより好ましい。上記粘度調整剤の含有率の上限として
は、２．０質量％が好ましく、１．５質量％が好ましい。上記粘度調整剤の含有率が上記
範囲であることにより、耐油層形成用組成物の塗工性が向上する。
【００３９】
（変性澱粉）
　耐油層形成用組成物は、バインダーとして、タピオカ澱粉由来の変性澱粉を含有するこ
ともできる。耐油層形成用組成物の全固形分に対する上記変性澱粉の含有率の下限として
は、０．５０質量％が好ましく、２．０質量％がより好ましい。上記変性澱粉の含有率の
上限としては、６．０質量％が好ましく、５．０質量％がより好ましい。上記変性澱粉の
含有率が上記範囲であることにより、耐油層形成用組成物の塗工性が向上する。
【００４０】
　前記タピオカ澱粉が好ましい理由として含有するアミロースとアミロペクチンとの質量
比が耐油性向上に寄与していると推察される。前記アミロースとアミロペクチンとの質量
比としては、１０：９０以上２０：８０以下が好ましく、１５：８５以上１９：８１以下
がより好ましい。質量比が１０：９０未満の場合、十分なチキソ性が得られにくく、浸透
性が不足し被覆性が少なくなり、耐油性が低下する可能性がある。逆に、質量比が２０：
８０を超える場合、チキソ性は十分であるが、過度に塗料粘度が上昇し塗工性の問題が発
生するおそれがある。なお、アミロペクチン及びアミロースは、ヨウ素親和力測定法［電
圧滴定法］により含有質量を測定することができる。
【００４１】
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（その他の添加剤）
　本発明の耐油層には、上記以外のその他の添加剤を配合することができる。その他の添
加剤としては、例えば、水溶性高分子、接着剤、無機顔料、有機顔料、サイズ剤、消泡剤
、粘度調整剤、蛍光増白剤、着色染料、着色顔料、耐水化剤、潤滑剤等を、単独で又は複
数を組み合わせて使用することができる。
【００４２】
［耐油紙の物性］
（坪量）
　当該耐油紙のＪＩＳ－Ｐ８１２４（２０１１）に準拠した坪量の下限としては、３５．
０ｇ／ｍ２が好ましく、３８．０ｇ／ｍ２がより好ましく、４０．０ｇ／ｍ２がさらに好
ましい。一方、上記坪量の上限としては、１１０．０ｇ／ｍ２が好ましく、７５．０ｇ／
ｍ２がより好ましく、５５．０ｇ／ｍ２がさらに好ましい。上記坪量が上記範囲内である
ことで、油分の浸透抑制性及び製袋加工適性をより向上することができる。
【００４３】
（耐油性）
　当該耐油紙の耐油性の指標であるキット値は、８以上であることが好ましい。このキッ
ト値の上限としては、１０がより好ましく、１２がさらに好ましい。キット値が８未満で
あると、耐油紙としての機能を果せない可能性がある。当該耐油紙のキット値の上限は特
に限定されない。ここで、「キット値」とは、２３℃、湿度５０％の条件で測定した平面
及び折部の耐油度（ＪＡＰＡＮ　ＴＡＰＰＩ　Ｎｏ．４１　紙及び板紙－はつ油度試験方
法－キット法によるキット値）を示し、数値が大きいほど耐油性が高い。
【００４４】
（透湿度）
　当該耐油紙の透湿度は、ＪＩＳ－Ｚ０２０８［１９７６］防湿包装材料の透湿度試験方
法［カップ法］に準拠して、条件Ｂに基づいて測定した値である。当該耐油紙が製袋加工
して使用される場合、上記透湿度の上限としては、３，０００ｇ／ｍ２・２４ｈが好まし
く、２，０００ｇ／ｍ２・２４ｈがより好ましく、１，０００ｇ／ｍ２・２４ｈがさらに
好ましい。また、上記透湿度の下限としては、１００ｇ／ｍ２・２４ｈが好ましい。上記
透湿度が上記範囲であることにより、良好な耐油性を備えつつ内容物の風味や鮮度をより
良好にできる。
【００４５】
　本実施形態の耐油紙によれば、耐油性、ヒートシール性、透湿性並びに水分及び油分に
対する耐浸透性に優れる。また、臭気が少ないことから食品等の包装材に好適であり、耐
油層が単層であるので効率よく製造できる。
【００４６】
＜耐油紙の製造方法＞
　当該耐油紙の製造方法は、上記耐油層形成用組成物を生成する工程と、基紙の少なくと
も一方の面に上記耐油層形成用組成物を塗工する工程とを有する。
【００４７】
　耐油層形成用組成物の塗工方法は、公知の塗工方法を採用でき、例えば２ロールサイズ
プレスコーター、ゲートロールコーター、ブレードメタリングコーター、ロッドメタリン
グコーター、ブレードコーター、エアナイフコーター、ロールコーター、ブラッシュコー
ター、キスコーター、スクイズコーター、カーテンコーター、ダイコーター、バーコータ
ー、グラビアコーター等の公知の塗工機を用いることができる。
【００４８】
　耐油層形成用組成物の片面の塗工量（固形分換算）の下限としては、３．５ｇ／ｍ２が
好ましく、５．０ｇ／ｍ２がより好ましい。上記塗工量が上記下限を満たさないと、耐油
層が十分な耐油性を有さないおそれがある。一方、この塗工量の上限としては、１０．０
ｇ／ｍ２が好ましく、８．０ｇ／ｍ２がより好ましい。一方、上記塗工量が上記上限を超
えると、当該耐油紙が不必要に厚くなり過ぎるおそれがある。
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　塗工した耐油層形成組成物の乾燥には、公知の乾燥装置を採用でき、例えば赤外線乾燥
装置、熱風乾燥装置、接触型ドライヤー乾燥装置等を用いることができる。
【００５０】
　このようにして得られた耐油紙は、各種公知の仕上げ装置、例えばスーパーカレンダー
、グロスカレンダー、ソフトカレンダー、マットカレンダーなどを利用でき、適宜製品仕
上げを施すこともできる。
【００５１】
＜その他の実施形態＞
　本発明は上記実施形態に限定されるものではなく、上記態様の他、種々の変更、改良を
施した態様で実施することができる。
【００５２】
　以下、実施例によって本発明をさらに具体的に説明するが、本発明は以下の実施例に限
定されるものではない。
【００５３】
［実施例１］
（基紙の製造）
　先ず、広葉樹晒クラフトパルプ［ＬＢＫＰ］１００質量％を調製して、パルプスラリー
を得た。このパルプスラリーには、内添サイズ剤、カチオン化澱粉、軽質炭酸カルシウム
、硫酸バンド、凝結剤、歩留剤を内添した。得られたパルプスラリーは、オントップ型長
網抄紙機にて抄紙して、基紙を得た。基紙の坪量は４０．０ｇ／ｍ２であった。
【００５４】
（耐油紙の製造）
　次に、基紙の片面に、５．０ｇ／ｍ２の耐油層を形成し、坪量が４５．０ｇ／ｍ２の耐
油紙を得た。耐油層形成用組成物の組成については表１に示す通りとした。また、耐油層
形成用組成物に使用した各薬剤については、以下の製品を使用した。
（１）カオリン
　カオリン［Ａ］：バリサーフＨＸ［（株）イメリルミネラルジャパン製］
　カオリン［Ｂ］：コンツァー１５００［（株）イメリルミネラルジャパン製］
　カオリン［Ｃ］：カオファイン［白石カルシウム（株）製］
（２）スチレン－ブタジエン共重合体ラテックス
　ＳＢラテックス［Ａ］：Ｔ２７４９Ｎ［ＪＳＲ（株）製］（粒子径８５ｎｍ）
　ＳＢラテックス［Ｂ］：Ｆ１５５８．０２［旭化成（株）製］（粒子径９０ｎｍ）
（３）消泡剤                                                        
　消泡剤［Ａ］：ＳＮデフォーマ７７７［サンノプコ（株）製］
　　　　（イソパラフィン系成分３５．０質量％、ポリエーテル系成分３５．０質量％）
　消泡剤［Ｂ］：ＳＮデフォーマ３８１［サンノプコ（株）製］
　　　　（イソパラフィン系成分０質量％、ポリエーテル系成分９５．０質量％）
　消泡剤［Ｃ］：ＳＮデフォーマ２１８［サンノプコ（株）製］
　　　　（イソパラフィン系成分９０．０質量％、ポリエーテル系成分５．０質量％）
（４）粘度調整剤   
　ハイブレーンＰＸ１００［楠木化成（株）製］
【００５５】
［実施例２～実施例１０及び比較例１～比較例８］
　上記実施例１のカオリン、スチレン－ブタジエン共重合体ラテックス、消泡剤、粘度調
整剤の含有率を表１に記載の通りとしたこと以外は実施例１と同様の操作をして、実施例
２～実施例１０及び比較例１～比較例８の耐油紙を得た。なお、以下の表１中の「－」は
、該当する成分を用いなかったことを示す。
【００５６】
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【表１】

【００５７】
　以上のようにして得られた耐油紙の各種評価を行った。
【００５８】
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　［坪量（ｇ／ｍ２）］
　ＪＩＳ－Ｐ８１４２（１９９８）に記載の「紙及び板紙－坪量測定方法」に準拠して測
定した。
【００５９】
（耐油性）
　キットナンバー３、５、８及び１２に調製した試験液を、実施例及び比較例の耐油紙の
平面部と手動で折り曲げた折部に滴下し、１５秒後の耐油紙への染み込みの有無を観察し
た。
　評価基準は以下の通りとした。
　◎：耐油紙の表面にピンホールがなく、裏面にも裏抜けがなく、耐油紙として適してい
る。
　○：耐油紙の表面に若干ピンホールがみられるが、裏面にも裏抜けがないため、実用に
際しては問題のない範囲である。
　△：耐油紙の表面にピンホールがあり、裏面に裏抜けがないが、実用に供するにはやや
難がある。
　×：耐油紙の裏面に裏抜けがあり、耐油紙として使用できない。
【００６０】
（透湿度）
　実施例及び比較例の耐油紙の透湿度については、ＪＩＳ－Ｚ０２０８［１９７６］防湿
包装材料の透湿度試験方法［カップ法］に準拠して、条件Ｂに基づいて測定した。
【００６１】
（臭気強度）
　当該耐油紙を簡易ヒートプレス装置「Ｓｗｉｎｇ　Ｍｉｎｉ　Ｈｅａｔ　Ｐｒｅｓｓ（
（株）クイックアート製）」に挟み、１９５℃、６０秒の条件で加熱処理した。その後、
加熱処理後プレス板を開放し、新コスモス電気（株）製ニオイセンサ「ＸＰ－３２９ＩＩ
ＩＲ」を用いて測定器の表示値による臭気強度の判定を行った。
　値が大きい程、臭気が強いことを指し、基準は以下の通りである。
　○：１～１８：臭気がほとんどなく、耐油紙として適している。
　△：１９～２４：臭気が若干あるが、耐油紙として使用上問題のない範囲である。
　×：２５～４０：臭気が強く、耐油紙として使用できない。
【００６２】
（２４時間後の耐浸透性）
　市販のソース、ケチャップ、醤油及びマーガリンを用いて、実施例及び比較例の耐油紙
の耐浸透性の評価を行った。温度２３．０℃、湿度５０％の条件下で市販のコピー用紙上
に当該耐油紙を重ね、対象となるソース、ケチャップ、醤油及びマーガリンを耐油紙面に
０．１ｇ滴下した。滴下後２４時間後の耐油紙状態及び裏面への染み込み、裏抜けを目視
にて確認した。
　評価基準は以下の通りとした。
　◎：耐油紙の裏面に裏抜けがなく、耐油紙として適している。
　○：耐油紙の裏面にわずかなピンホール状の裏抜けがあるが、実用に際しては問題のな
い範囲である。
　△：耐油紙の裏面にわずかに裏抜けがあり、実用に供するにはやや難がある。
　×：耐油紙の裏面に裏抜けがあり、耐油紙として使用できない。
【００６３】
（ヒートシール性）
　熱傾斜試験機（（株）東洋精機製作所製）を用いて、シーラー圧２ｋｇ／ｃｍ、シーラ
ー時間１秒間、シール温度（１）１５０℃、（２）１６０℃、（３）１７０℃の条件下で
加工後、ヒートシール部分を両手で剥離した。評価基準は以下の通りとした。
　○：シール部分が材破し、ヒートシール性を有し、包装材として適している。
　△：シール部分が毛羽立ち、ヒートシール性が若干弱いが、包装材として使用する際に
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　×：シール部分が接着しておらず、ヒートシール性がなく包装材として使用することが
困難である。
【００６４】
（ブロッキング抑制性）
　各実施例及び比較例について、２枚の耐油紙の耐油層を塗工した面同士を密着させ、２
ｋｇの圧着ローラーで１往復圧力を加えた後、両手で剥離させた結果を以下の基準で評価
した。
　○：剥離音が無く、スムーズに剥離する。
　△：若干ブロッキングしているが、剥離性は問題のない範囲である。
　×：ブロッキングを起こしており、剥離性に難がある。
【００６５】
　各実施例及び比較例の評価結果を表２及び表３に示す。
【００６６】

【表２】

【００６７】
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【表３】

【００６８】
　表２及び表３に示されるように、アスペクト比が５５以上１２０以下のカオリンと、ゲ
ル含有率が９２質量％以上９８質量％以下であり、ブタジエンの含有率が４５質量％以上
６０質量％以下であるスチレン－ブタジエン共重合体ラテックスを７８質量％以上９２質
量％以下含有させた実施例１～１０の耐油紙は、耐油性、透湿性並びに水分及び油分に対
する耐浸透性全てにおいて良好である。特に、アスペクト比が１００のカオリン９．０質
量％及びブタジエンの含有率が５５質量％であるスチレン－ブタジエン共重合体ラテック
ス９０．０質量％、ゲル含有率が９２質量％以上９８質量％以下であり、ブタジエンの含
有率が４５質量％以上６０質量％以下であるスチレン－ブタジエン共重合体ラテックスを
含有させた実施例１の耐油紙は、上記全ての評価項目において良好であった。一方、比較
例１～比較例８の耐油紙は、十分な耐油性及び耐浸透性が得られなかった。
【産業上の利用可能性】
【００６９】
　本発明の耐油紙は、耐油性、ヒートシール性、透湿性、水分及び油分に対する耐浸透性
及びブロッキング抑制性に優れる。また、臭気が少ないことから食品等の包装材に好適で
あり、耐油層が単層であるので効率よく製造できる。
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